
どこへ向かう2021年度
介護保険制度改正・介護報酬改定

介護マネジメントセミナー2020 誌上レビュー
特 別 広 告 企 画

社会保障審議会・介護保険部会や介護給付費分科会
で、2021年度介護保険制度改正・介護報酬改定の議
論が進む中、後期高齢者が急増する2025年、介護人
材の減少が顕著になる2040年へ向けて、介護事業者
に求められる変革について、気鋭の介護経営コンサル
タントや、制度改正・報酬改定の議論に影響力のある
有識者らが登壇し、熱く語った。

日　時：	2020年3月24日（火）
会　場：	ソラシティカンファレンスセンターホールWEST（東京・御茶ノ水）

主　催：	日経ヘルスケア
協　賛：	アルファグループ、三井ホーム

講  演

　介護人材不足が顕在化する中、新卒
や若い世代の不足は一層顕著で、介護
職員の半数以上は50歳以上、訪問介護
ではさらに高齢化が進む。とりわけ訪問
の人材不足は深刻だ。利用者はいるの
にヘルパーが確保できず、訪問介護事
業所が次々と倒産し、訪問介護難民、特
に夜間のケア難民が急増している。15
年後や20年後も法人が生き残っていく
ためには、20～30代の職員を増やし、
夜間のケアに対応でき、かつ虐待など
の問題を起こさない優秀な人材の確保
と育成が重要だ。短期的には外国人労
働者の活用も考えられるが、外国人労

働者が不可欠の体制にしてしまうと、他
国や他業種に人材を奪われた場合、将
来的に立ち行かなくなる懸念がある。
　さらに、生き残る法人になるために
は、小規模法人が現状維持で持続可能
なサービスを提供していくのは困難で、
グループ化するかM&Aで巨大化する
ことが必要となるが、連携に当たって
は、役割が異なることが前提となる。リ
ハビリテーション・機能訓練か、認知症
か、医療的ケアか、もしくはすべてか。
共生型に対応するのか、あるいは高齢
者に特化するのか。ごちゃまぜの共生
型、障害部門併設、障害部門単独、ある

いは、年代にかかわらず脳疾患特化型
など、新しい形も考えられる。
　また、今後は介護保険以外の公的制度
との連携をはじめ、地域の民間サービス
や住民主体の活動など、地域で生活を継
続していく中で必要とされる資源をケア
プランに盛り込んでいくことも大切だ。
例えば、ごみ捨て等の保険外サービスも
提供してくれる通所介護事業所が選ば
れるようになる。地域の中に何が足りな
いのか、機能分化から考えていくことが
ビジネスモデルにつながる。地域の中で
どのような役割を担うのか明確化し、高
い効果を出すことが求められている。

2021年度介護保険制度と関連各制度改定のポイント
新潮流にのる短期～中長期の対応
制度改定に伴う今後の対応ポイントを解説するとともに、「生き残る法人になるため
には、制度が求めている本物の事業所になること」と妹尾氏は語った。

　働き方改革関連改正により、年次有
給休暇が10日以上付与される労働者
に対し、付与日から1年以内に年5日間
の年次有給休暇を取得させることが使
用者に義務化される。実務上、大切な
ポイントは3つある。１つ目は、自社の
労働者の年次有給休暇の取得実態を調
査すること。パートや非常勤、特に訪問
介護の登録ヘルパーの有休、管理と付
与の実態調査は重要だ。2つ目は、入
職日付与か一斉付与か、自社の年次有
給休暇の管理の方法を確認する。3つ
目は、管理者など5日間の有給休暇を
取れない人に、いかに取得してもらうか

を考えることだ。これらの3点を決定
し、就業規則に記載した上で、年次有給
休暇の管理を始めることが求められる。
　同一労働同一賃金は、大企業で
2020年4月から、中小企業で2021年
4月から適用される。同一企業内にお
ける正規雇用労働者と非正規雇用労働
者の間の合理的理由のない処遇格差
の解消が今回の法整備が目指すところ
だが、同一労働同一賃金へ向けた具体
的な点検手順は次の通りである。
　まず、正社員なのか嘱託なのかパー
トなのか、現状の職員タイプを整理す
る。次に、職種や中核的業務内容、責任

の程度、転勤の有無などを考慮し、前提
となる条件が同一で同一待遇とする均
等待遇なのか、前提となる状況の相違
に応じた待遇をする均衡待遇なのかを
確認する。続いて、基本給、賞与、退職
金、通勤手当、役職手当など職員タイプ
ごとの待遇の違いを確認し、待遇の違
いの合理性を点検する。最後に、ロジッ
クを明確にし、説明義務を意識した就業
規則の整備を実施することが重要だ。
　法人で、介護職員処遇改善加算・キ
ャリアパス要件の構築と運用ができて
いれば、同一労働同一賃金にも対応で
きると考える。

働き方改革・同一労働同一賃金への対応
介護事業所が注意すべき実務のポイント
法人によって、取り組み姿勢・スピードが異なる同一労働同一賃金。各法人の事情を
鑑み、ステップバイステップで早めの取り組みが必要と林氏は語った。

　「制度改正・報酬改定」とひとまとめ
に言われるが、介護保険制度の改正は
介護保険部会で、報酬改定は介護給付
費分科会で議論される。これらの議事
録は普段からしっかりチェックし、どのよ
うな議論がなされ、どのような方向性に
向かうのか理解しておくことが大切だ。
　介護保険部会で提示された検討課題
としては、①介護予防・健康づくりの推
進（健康寿命の延伸）、②保険者機能
の強化（地域保健としての地域の繋が
り機能・マネジメント機能の強化）、③
地域包括ケアシステムの推進（多様な
ニーズに対応した介護の提供・整備）、

④認知症共生・予防の推進、⑤持続可
能な制度の再構築・介護現場の革新が
挙げられた。5つの観点を踏まえて、
各法人・事業所のある自治体の介護保
険事業計画にも目を通し、できれば委
員として参加することをお勧めしたい。
　先般の介護保険部会では、居宅介護
支援における利用者負担の導入に関す
る議論は見送られたが、相談業務に対
して利用者がお金を払うことに国民の
理解が得られているとは言いがたいの
が現状だ。財源がないから利用者負担
を増すのではなく、相談業務に対して国
民がお金を払うことへの説明責任とと

もに、今後どう取り組んでいくのか、中
長期の計画を考えなくてはならない。
　介護保険制度の開始から20年、介
護保険にケアマネジメントが組み込ま
れた意義は大きい。ケアプランにおけ
る保険外サービスの活用やICT、AIの
導入、医療と介護の連携など、介護支
援専門員（ケアマネジャー）に求められ
る役割が変化する中、制度設計の際に
どのような議論がなされているのか、い
ち早く情報をキャッチし、地域の中で自
分たちの法人、事業所がどのような役
割を担っていくのかを熟慮し、事業計画
を立てることが肝要だ。

これからのケアマネジメントのあり方

国や地域が求めるケアマネジメントへのニーズを把握し、事業計画に組み込むととも
に、費用負担増にかかる国民の理解を促す説明が必要と柴口氏は訴えた。
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～通いの場の拡充、働き方改革などへの対応策
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